                                                                　　　


　９月１４日（金） 一般質問  自民党  井上議員
問１　防災・災害対策について

（１）８月に起きた群馬県防災ヘリコプター墜落事故及び、事故を受けて消防庁が発出した消防防災ヘリコプターの安全確保対策の強化を求める通知を受け、本県の消防防災ヘリコプターの運航体制見直しを含め、今後、どのように消防防災ヘリの安全確保対策の強化に努めていくのか、問う。

　本県も運航開始から20年以上に渡って、群馬県と同じ業者に運航業務を委託しているが、同者への委託継続の見直しあるいは自主運航や委託と自主運航の併用についての検討も踏まえ、消防防災ヘリの安全確保を強化すべき。

（知　事）総合政策局

（２）西日本豪雨では、被災した各県で行方不明者の公表の判断基準が分かれたが、本県における行方不明者の公表基準についての所見を問う。

例えば、岡山県では災害が原因で所在が分からない行方不明者と安否不明者をあわせて「行方不明者」として氏名や住所をホームページに掲載したところ、生存情報が寄せられ安否確認が進んだが、一方で、個人情報の保護を理由に慎重な対応をとった県もあり、専門家から「国が主導して公表に向けたルール作りを検討すべき」との声がある。

（危機管理監）

（３）災害時に、避難指示や避難勧告が正確・迅速・詳細に発令されても、情報だけでは避難率が向上しない現状を改善するため、避難情報の発令に呼応して、消防車やパトカーがサイレンを鳴らして町中を走り回ることで、住民の迅速な避難につながるのではないかと考えるが、所見を問う。

　西日本豪雨では、大雨の特別警報が発表され、避難指示等が発令されても、具体的な災害のイメージが湧かず、その結果、高齢者を中心に多くの犠牲者が発生した。

（危機管理監）

（４）本県における避難行動要支援者名簿と個別計画の策定状況はどうか、また、今後、要支援者の避難支援にどのように取り組むのか、問う。

西日本豪雨で浸水被害が起きた岡山県倉敷市真備町で、市が身元を確認した死者50人のうち42人が、市がリスト化した「避難行動要支援者名簿」に掲載されていたことがわかり、専門家から「名簿の作成だけでは十分機能せず、計画をつくり、訓練もしておかないといざというときに命が救えないと認識すべき」との指摘がある。

（厚生部長）

（５）県内に多くの発電所を抱える本県において、震災時におけるブラックアウトの恐れはないのか、問う。

北海道胆振東部地震では、北海道全域の295万戸で停電し、電力会社のエリア全域での停電（ブラックアウト）となり、電源集中のリスクや他の電力会社からの融通体制の弱さが露呈した。

（商工労働部長）

問２　人口減少を踏まえた人材確保対策について

（１）県内の労働力人口が今後も減少していくことが予想されるなか、本県では、高齢者の再就職支援にどのように取り組んでいくのか、問う。

（商工労働部長）

（２）人手不足の業種について、地域の実情を踏まえ、知事による要件緩和の指定を行い、シルバー人材センターの派遣事業を拡大していくべきと考えるが、所見を問う。

　シルバー人材センターの業務のうち、近年、請負や委任の実績が下がる中、派遣事業の実績は上昇してきており、企業側・高齢者側双方のニーズがあるものと思われる。

（知　事）商工労働部

（３）若者の県外流出に加え、高い有効求人倍率も続くなど、県内企業では深刻な人手不足になっており、新卒者や転職者をはじめ、県内企業への就職に向け、若者のＵＩＪターンを強力に推進してくことが重要だが、どのように取り組むのか、問う。

（総合政策局長）

（４）県内建設業のさらなる若手の担い手の確保にどのように取り組んでいくのか、また週休２日制推進に向け、どのように取り組んでいくのか、問う。

　学生にとって売り手市場が続いており、他業種や同じ建設会社でも首都圏等に本社を持つ大企業への人気が高く、本県を支える地元建設業の人材確保が課題となっている。

（土木部長）

（５）本県のこれまでの小中高それぞれの段階でのキャリア教育、ふるさと教育の成果と今後の取組みについて、問う。

（教育長）

問３　雪に強いまちづくりについて

（１）平成30年の大雪を踏まえ、来冬に向けてどのように取り組んでいくのか、問う。

　今年度は例年より時期を早めて６月５日に「総合雪対策推進会議」が開催されたが、会議での議論を踏まえ、来冬の雪対策に万全の体制で取り組むべき。

（知　事）生活環境文化部まとめ　総合政策局　観光・交通・地域振興局　土木部

（２）今冬の大雪では、寒波の到来に伴う短期間の集中的降雪や連日の真冬日により、県内の道路において路面状態の悪化や消雪区間の残雪、倒木等が発生し、通行止めや交通渋滞など道路交通に影響が生じたが、検証結果を踏まえ、来冬はどのように取り組むのか、問う。

（土木部長）

（３）少子高齢化などが進行するなかで、高齢者世帯等の増加により、地域における除排雪機能の低下が懸念されるが、今後、高齢者世帯への除排雪支援など地域ぐるみでの雪対策の仕組みづくりや雪処理の担い手の確保にどのように取り組むのか、問う。

（生活環境文化部長）

